
防衛関係費の充実に向けた財源についての意見書

現在の我が国の置かれているかつてなく厳しい安全保障環境を踏まえれば、

日本国民の生命と財産を守る上で必要な抑止・対処を実現するため、国家安全

保障の最終的な担保である防衛力の増強は不可欠である。そして、その裏づけ

となり、自国防衛の国家意思を示す大きな指標となる防衛関係費の充実が急が

れる。

このような背景を受け、国家安全保障戦略、防衛計画の大綱及び中期防衛力

整備計画の戦略３文書について新たな検討がなされ、防衛力増強のための防衛

関係費の充実が既定路線となった。

防衛力増強の恩恵は多世代に及ぶことから、防衛関係費の財源の議論には、

中長期的な視点が求められることは言をまたないが、目下の日本の経済状況に

も十分な配慮を願いたい。

令和２年からのコロナ禍や本年２月に始まったロシアによるウクライナ侵攻

により、サプライチェーンの混乱、資源やエネルギーの暴騰が世界的な規模で

発生する中、我が国経済も、11月発表の消費者物価指数で3.7％、12月発表の企

業物価指数は9.3％の前年同月比増が報告されるなど深刻な影響を被っている。

厳しい環境下、事業者は、既存融資の借換えや新規事業の立ち上げなど様々

な事業継続の努力を重ねている。また政府は、最低賃金や給与の引上げの呼び

かけをはじめとして、各種の経済対策により景気回復のてこ入れを行っている

と承知している。そのような中において、令和元年の消費税の引上げで見られ

たような、景気を冷ます政策を採用すべきではないと考える。

よって、国におかれては、現在の極めて厳しい経済環境を脱するまでは、増

税に限らない財源捻出を検討し、防衛力の強化と経済回復の両立を目指してい

くことを強く求める。

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
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